






 
 

 
 

個 別 注  記 表 
 
１. 重要な会計方針 
 
（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式   ………… 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のないもの        ………… 移動平均法による原価法 

 
（２）デリバティブの評価基準及び評価方法 

デリバティブ ………………………… 時価法 
 
（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
    評価基準は収益性の低下による簿価切下げの方法、評価方法は以下の方法によっています。 

商品及び製品・原材料・仕掛品    ………… 先入先出法 
貯蔵品のうち重要資材        ………… 移動平均法 
貯蔵品のうち重要資材を除く一般資材 ………… 最終仕入原価法 

 
（４）固定資産の減価償却方法 

有形固定資産 ………… 定額法 
無形固定資産 ………… 定額法 

なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間 
（５年）に基づいています。 

リース資産   
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

…… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 
    

（５）引当金の計上基準 
貸倒引当金    ………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため一債権については貸倒 製 ナ によお、貸倒 ３ 債権 ナ 倒 権債権について貸材）に 式 入可能性損年とし 入簿能 の テ額を計上しています。
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当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計上してい

ます。 
 
環境対策引当金  ………… 過去の操業に起因する環境対策工事の支出に充てるため、今

後発生すると見込まれる損失について合理的に見積もられる

金額を計上しています。 
 
遊休設備撤去工事引当金 … 既に遊休となっている設備の撤去工事の支出に充てるため、

今後発生すると見込まれる損失について合理的に見積もら

れる金額を計上しています。 
 
事業撤退損失引当金 ………  事業撤退による損失に備えるため、損失見込相当額を計上し

ています。 
 
 
（６）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

ヘッジ会計の方法 ………… 原則として繰延ヘッジ処理によっています。ただし、振当処

理の要件を満たす為替予約取引については、振当処理によっ

ています。 
 
消費税等の会計処理方法 … 消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税抜方式によって

います。 
 
連結納税制度の適用 ……… 連結納税制度を適用しています。 

  
２．貸借対照表に関する注記 
 
（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

有形固定資産(注 1)        31,007



 
 

 
 

（４）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
短期金銭債権  68,901 百万円 
長期金銭債権  57,516 百万円 
短期金銭債務  12,993 百万円 
長期金銭債務 5 百万円 

 
（５）土地の再評価 
    土地の再評価に関する法律に基づき、事業用土地の再評価を実施しており、再評価差額を土

地再評価差額金として純資産の部に計上しています。 
     再評価実施日  2000 年３月 31 日 
     再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令第2条第4号に定める路線価に基づい

て、奥行価格補正等の合理的な調整を行って算定しています。 
 
（６）





 
 

 
 

（単位：百万円） 
 貸借対照表 

計上額（＊） 
時価（＊） 差額 

①現金及び預金 
②受取手形及び売掛金 
③短期貸付金 
④子会社株式（時価のあるもの） 
⑤関連会社株式（時価のあるもの） 

123 
39,786 
24,199 
34,460 
12,824 

123 
39,786 
24,199 
23,774 
10,687 

－ 
－ 
－ 

△10,686 
△2,137 

資産合計 111,392 98,569 △12,823 
⑥買掛金 
⑦短期借入金（1 年内返済予定分を除く） 
⑧長期借入金（1 年内返済予定分を含む） 

 21,358 
  122,968 

   600 

  21,358 
  122,968 

          603 

－ 
－ 

   3 
負債合計  144,926  144,929   3 
⑨デリバティブ取引（＊） 
  ヘッジ会計が適用されていないもの 
  ヘッジ会計が適用されているもの 

 
 （190） 

620  

 
（190） 

630  

 
－ 

      9 
（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、（ ）で表示しています。 
 
（注） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③短期貸付金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっています。 
     ④子会社株式、⑤関連会社株式 
        これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。 
     ⑥買掛金、⑦短期借入金 
       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっています。 
     ⑧長期借入金 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっています。 
     ⑨デリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと

の決算日における契約額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は次のとおりで

す。 
（単位：百万円） 

区分 デリバテ

ィブ取引

の種類等 

契約額等 時価 評価損益 当該時価の 
算定方法 

市 場 取 引

以 外 の 取

引 

為替予約 
 売建 

31,952 
 

32,143 
 

△191 
 

為替相場

に基づく 
為替予約 
 買建 

51 
 

51 
 

0 
 

為替相場

に基づく 
合計 32,003 32,194 △190  

 
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計ごとの決算日に

おける契約額等は次のとおりです。 



 
 

 
 

（単位：百万円） 
ヘッジ会計の

方法 
デリバティブ

取引の種類等 
主な 

ヘッジ対象 
契約額等 時価 当該時価の 

算定方法 
原則的 
処理方法 
 

商品先渡 
 売建 

原材料の 
仕入 

41,246 
 

563 
 

市場価格

に基づく 
為替予約 
 売建 

商品及び 
製品の輸出 

6,575 
 

56 為替相場

に基づく 
為替予約の 
振当処理 

為替予約 
 売建 

売掛金及び 
短期貸付金 

801 
 

 △3 
 

為替相場

に基づく 
 
 

為替予約 
 買建 

短期借入金 1,127 
 

13 
 

為替相場

に基づく 
合計 49,750 630  

 
（注） 非上場の株式（貸借対照表計上額 136,873 百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ 

ュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難であると認めら 
れるため、記載していません。 
また、長期貸付金（貸借対照表計上額 57,667 百万円）は、返済時期が合理的に見込めない 
ため将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて 
困難であると認められるため、記載していません。 
 
 

７．関連当事者との取引に関する注記 
 
（１） 親会社                                                               (単位：百万円) 

会社等の名称 議決権等の

た

ュ 基場理事者との取引
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ＪＸ金属商事㈱ 所有 
直接 100％ 

原材料の仕入 
原材料、商品及

び製品の販売 
債務保証 
役員の兼任 

原材料の 
仕入 (注 5) 

52,980 買掛金 4,399 

原材料の 
販売



 
 

 
 

（３）兄弟会社等   
(単位：百万円) 

会社等の名称 議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引 

金額 
科目 期末 

残高 

ＪＸファイナンス㈱ なし 資金の借入 
役員の兼任 

資金の返済 
 (注 1) 

2,513 短期借入金 
 

59,790 
 

JX Nippon Finance 
Netherlands B.V.  

なし 資金の借入 
 

資金の借入 
利息の支払 

(注 2) 

2,097 
1,993 

短期借入金 
 

63,177 

取引方針及び取引条件の決定方針等 
 (注 1) グループ資金取引として、ＪＸファイナンス株式会社より必要な事業資金を借り入れる一

方、余裕資金が発生した場合は借入金の返済または貸付を行っています。資金の返済におけ

る取引金額は、借入と返済をネット表示しています。 
 (注 2) 米ドルのグループ資金取引として、JX Nippon Finance Netherlands B.V.より必要な事業

資金を借り入れる一方、余裕資金が発生した場合は、日々これを借入金の返済に充当してい

ます。よって取引金額については、借入と返済をネット表示しています。借入利率について

は、市場金利を勘案して合理的に決定しています。 
 

８．１株当たり情報に関する注記 
 

１株当たり純資産額          365 円 57 銭 
１株当たり当期純利益         29 円 80 銭 

 
 
９．重要な後発事象に関する注記 
 

該当事項はありません。 
 


